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第 5章 
ベトナム：核外交の失敗 
 

 

 核兵器使用の可能性を北ベトナム政府に示唆することにマクナマラが関心をもったのは、2 月

17日のアイゼンハワーとの会合で刺激を受けたためである。ここで元大統領は、朝鮮戦争を終ら

せるために自分とダレスがどのように間接的核脅迫をおこなったか詳述したのである。 

ガレス・ポーター1 

 

私はこれを狂人の理論と呼ぶ・・・戦争を終わらせるためなら、私がどんなこともやりかねな

いところまで来ていると北ベトナムに思わせたいのだ。 

リチャード・ニクソン 2 

 

 北ベトナムのようなちっぽけな四流国に限界点がないとは絶対に思いたくない。 

ヘンリー・キッシンジャー3 

 

 

 1969年 8月、名越操は原水爆禁止世界大会で発言した。彼女の言葉はインドシナでの戦争に抗

議する広範な日本の世論を反映していた。そして 25年前の広島での自分の記憶を伝えるものでも

あった。「私たち被爆者は、沖縄やベトナム、カンボジアの人々の苦しみがわかります・・・どこ

であってもこの地上に再び原爆を落とさせてはなりません。誰も、他国の領土に進入し、他国の

人々の富や平和を破壊してはなりません・・・」。4 

 アメリカ政府、ソ連政府、ベトナム政府の最上層部の政治家以外、ニクソン大統領と国家安全

保障担当補佐官ヘンリー・キッシンジャーが、核兵器の使用でベトナム戦争を終らせる準備と脅

迫を何度もおこなっていたことを知る人はほとんどいなかった。戦争が最も激しかった 10月には、

ベトナム政府とソ連の両方に脅しの合図を送るため、戦略空軍総司令部などの米軍部隊が、高度

だが通告なしの警戒態勢に置かれた。B-52爆撃機をはじめとする核搭載航空機が、「完全武装し、

燃料満タンの出動態勢で米国全土の滑走路に配備され」、また、アトランティック・シティといっ

た地方自治体の空港でも警戒態勢に置かれた。5 

 当時「11月最後通牒」として知られたこのときの核戦争の準備と脅迫は、アメリカがベトナム

におこなった最初の核戦争脅迫ではなかった。 

本章で述べるが、1954年、決定打となったあのベトミンによるディエンビエンフー包囲攻撃を

打破するため核兵器を 2 発提供しようというアイゼンハワー政権の申し入れを、フランスは拒否

した。にもかかわらず、アメリカの「支配的な核の優位」により、1965年のジョンソン政権によ

る戦争の大規模拡大によって、インドシナをジュネーブ和平協定の交渉を通じてアメリカ帝国に

組み入れるという状態がつくられたのである。この章では、フランスが脇に追いやられ、アメリ

カが傀儡政権樹立の責任を引き受け、ベトナムにおけるアメリカの戦争が激化の一途を辿り、自

身が対ゲリラ限定戦争と称した戦いにケネディ政権が失敗し、ジョンソン政権が戦争を大きく激
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化させた様を詳述している。ここで説明しているように、この戦争拡大は、中国が北朝鮮での場

合と同じく介入してきたときには核攻撃で応酬するという誓約と、核脅迫で北ベトナムによる南

ベトナム民族解放戦線支援を抑えられるとの考えと一体のものであった。 

 10年以上にわたりこの紛争を形作った後、ジョンソンもニクソンも、戦争の結末を左右する核

攻撃を準備し脅迫した。まず 1967年、ディエンビエンフーにおける仏軍惨敗の轍を踏みかねない

ケースであった、ケサンでの 6000名の海兵隊員犠牲という可能性に直面したペンタゴンは、ケサ

ン要塞包囲を撃破するため、必要なら核兵器の使用もありうるとの計画を立て、故意に警告を漏

らした。この脅迫行為が、北ベトナムならびに民族解放戦線の再配備に決定的な影響を与えたの

かどうかは引き続き議論を要する。次は 1969年、ニクソン大統領は、朝鮮戦争休戦合意における

アイゼンハワーの核指令を真似て、戦争終結を狙う秘密計画を実行に移した。計画は失敗に終わ

った。北ベトナムやソ連の政治指導者を脅すことを意図して、大量かつ密かに世界規模で核を動

員したものであったが、壊滅的結果をもたらしうるこの度胸試しに狼狽したのは他ならぬニクソ

ンだったのだ。ベトナム戦争そのものと同じく、この核脅迫も、パリ和平協定の条項にもかかわ

らず、必要ならば核兵器を使って南ベトナムに傀儡政権を維持するというニクソン大統領の宣誓

をもって終わった。このとき、ニクソンには、ベトナムとウォーターゲートという二つの同時戦

争に勝つ力はないことが立証されたのである。 

 

 
ベトナムにおけるアメリカ 

 

 アメリカがベトナムで敗北して 30年経ったが、南北戦争以来かつてなく国を二分したベトナム

戦争の解釈をめぐる論争は、いまだに議会、メディア、学校、大学、映画の場でたたかわされて

いる。旗竿に垂れ下がる戦争捕虜・行方不明兵の旗は、論争に決着がついていないことを想起さ

せる。主流な見方が一番よく反映されているのは、たぶんワシントンにあるベトナム戦争記念碑

だろう。そこには栄光も名誉もなく、ただ 5万 8132人の米兵戦死者の名が刻まれている。あの戦

争で殺された数百万のベトナム、カンボジア、ラオスの民間人や兵士たちは、参戦した韓国とカ

ナダといった同盟国の戦死者同様、名前が記されていないことでのみ存在を示している。戦果を

挙げるために歴代政権が核兵器の使用を検討し、準備し、脅したことは基本的に依然知られてい

ない。 

ハリー・トルーマンからリチャード・ニクソンにいたるまで、歴代の大統領たちは、ベトナム

におけるアメリカの戦争に関与し、深刻化させ、拡大していった。その口実はいくつもあったし、

時と共に変わっていった。『ペンタゴン・ペーパーズ』6 は、東南アジアにおけるアメリカの経済

的利益、日本に中国本土との貿易を禁止した後インドシナを日本の市場とする必要性、当時の反

共主義、「アメリカの威信を守る」ことを強調していた 7。多くの政策立案者にとって、ベトナム

は「共産主義者の『解放戦争』に立ち向かう国を助けるアメリカの能力を試すテストケース」だ

ったのだが、戦いはほどなく「屈辱を避けるための」戦争へと変っていった 8。ニクソンだけでな

く、ケネディとジョンソンの上級顧問が心配していたのは、アメリカが南ベトナム政府を見放す

ようなまねをすれば、「アメリカに対する他国の信頼に取り返しのつかぬ傷がつく」ことであった
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9。この戦争は、本質的に、「アメリカは革命運動を破壊するだけの大量の武器を保有しており、

革命は割に合わないことを他国の人々に悟らせるための戦争」となったのであった 10。 

 政治的打算もあった。ダニエル・エルズバーグが述べているように、これら大統領のひとり一

人が、「在任中、『インドシナを共産主義に奪われる』という決定的失策を避けることを主たる目

的にしていた」のである。11 

 国家の将来建設に力を集中するために、ベトナムがあの戦争を概して忘れようとはしていても、

戦争の遺産は生存者の人生と記憶のなかに深く刻み込まれている。戦争中のベトナムの人口は

4000万人だったが、そのうち推定 200万人が 1954年から 1975年の間に殺害された。それに加え

て 200万人が負傷し、1400万人が難民となった 12。1973年のパリ和平協定ならびに 1975年の南

ベトナム政府崩壊の後も、戦争は平時にも続いた。歴代米国政府は、1960年以来の対キューバ政

策とほとんど同様に、ベトナムを孤立させようと躍起になり、「熟したプラム」を絞るかのように

経済的締めつけをはかった。目標は、戦争で逃したものを「平和」状態で達成することだった 13。 

今日、ベトナム人の 3人に 2人はベトナム戦争後の生まれで、彼らは、あの戦争について家庭

や学校や博物館で学んでいる。ベトナム人が最大の教訓として学ぶのは、あの戦争は、中国そし

て後にフランスからの独立を勝ちとる 1000年来の闘争のひとこまにすぎなかった、ということで

ある。アメリカに対する勝利は、フランスの植民地主義への抵抗に始まった 100 年闘争のクライ

マックスだった。 

 ベトナムの共産主義愛国主義者に対する 20年戦争において、アメリカは核の優位性を利用して、

北のベトナム民主主義人民共和国政府（DPRV）と南ベトナムの民族解放戦線（NLF）に対する中

国とソ連の支援を抑えた。アメリカの戦略的優勢が、アイゼンハワー政権をして、ディエンビエ

ンフーにおけるベトミンによる仏軍包囲攻撃を打破するための核攻撃を提案させた。この優勢が、

ケネディの高官顧問らと統合参謀本部をして、南ベトナム政府に対する軍事的誓約を行うようケ

ネディに迫らせ実行に移させ、ジョンソン大統領をして戦争をエスカレートさせた。朝鮮戦争を

力ずくで終結させるためアイゼンハワーが行った核脅迫に触発され、ジョンソンとニクソンの両

大統領はベトナムへの核攻撃を計画し、脅しをかけたのである。 

 

 

アイゼンハワー、核兵器、ディエンビエンフー 

 

 アメリカがベトナム核攻撃を計画したのは、第二次世界大戦後フランスがおこなったベトナム

再征服をめざす無意味な植民地戦争が最終段階になってのことであった。1953年ドワイト・Ｗ・

アイゼンハワーが大統領に就任する頃までには、すでにアメリカは在ベトナム仏軍に毎月 3 万ト

ンの戦争物資を供給していた。その翌年にはアメリカは戦費の 8割を負担するまでになっていた。

アイゼンハワーはトルーマンからこの戦争を引き継いだが、トルーマンのフランス植民地主義に

対するあいまいな態度は 1949 年の中国共産主義革命の勝利という結果を招いていた。これ以降、

アメリカの政策は、「『共産主義に侵略される恐れがある地域に』政治的、経済的、軍事的な援助

と助言をおこなう」ものとなった。そして、特別の注意がインドシナに向けられたのである 14。 

 アメリカの対仏資金援助も、ホー・チ・ミン率いるベトミン（ベトナム独立同盟）を倒すのに
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は不十分だった。1954年までには、フランスが支配する地域は、首都ハノイとその近辺、ラオス

とカンボジアに接する南部の内陸部だけになっていた。戦争終結に向け開かれていたジュネーブ

和平会談の結果が最終的には戦場の力の不均衡を反映したものとなることを信じ、中国の助言も

受けていたベトナムのボー・グエン・ザップ将軍は、仏軍最高司令官ナヴァールが難攻不落と思

っていたディエンビエンフーの要塞で仏軍を大規模かつ戦略的戦闘に誘い出した後、ゲリラ戦か

ら通常戦へと戦術を転換した。計算ずくの賭けに出たナヴァールは、フランスの優れた技術をも

ってすれば、ベトミンを倒すことができると信じていたのである。 

 だが、賭け事ならカジノに留めておくべきだったろう。3 月までに、ディエンビエンフーの仏

軍飛行場は破壊されていた。飢えと致死的な消耗に直面しつつ、孤立し包囲された 3000の兵を強

化することもままならぬなか、包囲攻撃の打破に向けたアメリカの直接介入を要請するために、

ポール・イーリー将軍がワシントンへ派遣された 15。 

 イーリーがアメリカに到着するころには、アイゼンハワー政権と統合参謀本部が仏軍援助にあ

たっての最善策を議論していた。この頃、アメリカの政治的風潮は依然、冷戦への国民動員、ジ

ョー・マッカーシー上院議員の過激な反共主義、有無を言わさぬ現実的政治（リアルポリティー

ク）に強く影響されていた。これらの要素が、ベトナム勝利の上に「統一した世界共産主義運動」

が確立されるかも知れぬという深い懸念を生んだのである。アイゼンハワーとダレス国務長官は

両方とも、仏軍を救出するかもしくは米軍がそれに代わる地上部隊を投入することには反対した。

アイゼンハワーには、フランスの植民地戦争がすでに大義を失っていることが分かっていたのだ。

軍事的介入を求める圧力に対しアイゼンハワーは、そんなことをすればベトナム人の「フランス

に対する憎しみの矛先をこちらに向ける」ことになりかねないと反論した。自身が「そのような

行動方針には・・・激しく反対する」ことを国家安全保障会議に分からせたのである。フランス

の敗北を見越していたダレスは、アメリカは核の優位を使えば、インドシナにおけるアメリカの

影響力を強化しうる形でジュネーブ会談の結果を左右できると考えたのである 16。 

 時は「大量報復」の時代であった。朝鮮で核兵器を使うというアイゼンハワーの脅しは功を奏

していたようであったし、ダレスの方といえばこのドクトリンを「手軽な外交手段」と見ていた

17。アメリカの「空軍力、そして空母を拠点とする核兵器搭載の空軍力、それともおそらく核脅迫

だけで世界のバランスを決定しうる・・・これは安上がりなパクス・アメリカーナだ」というわ

けだ 18。朝鮮戦争の教訓と「中国の軍事標的と人口密集地をおとがめなく爆撃できる」力に依存

したペンタゴンとホワイトハウスは、イーリー将軍の要請に応じた 19。 

 フランスの要請に応え、ペンタゴンはのちに「ハゲタカ作戦」と命名される「インドシナで原

子兵器を上手く使用する技術的・軍事的実行可能性」計画を作成した。まず 60機の B-29でベト

ミン陣地を大量爆撃し、続いて原爆 3 発を落とすという内容である 20。空軍幕僚長のネイサン・

トワイニングは、「落とすのに丸一日かかってもいいから、爆弾は必ず命中させろ・・・共産主義

者どもをあそこから一掃するんだ。そうすりゃ楽団はラ・マルセイエーズを演奏できるし、フラ

ンスは元気にあそこから引揚げられるってもんだ」と言った 21。陸軍参謀のマシュー・リッジウ

ェイを除く統合参謀本部の全員がこの提案を支持した。 

 ダレス国務長官、ニクソン副大統領、ルイス・ストラウス原子力委員会議長は、「ハゲタカ作戦」

を熱烈に支持した。統合参謀本部の支持を取りつけた彼らは、大統領の条件つき支持を得た。ア
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イゼンハワーの条件とは、まずフランスとイギリスが核攻撃を支持すべきだというものであった。

政治と外交の地ならしとして、まず上院の与党院内総務であるジョンソンに相談が持ちこまれ、

ジョンソンの支持は確保された。これらすべてが、後にアイゼンハワーとダレスが「ドミノ理論」

と呼んだ名の下で行われたのである――ベトナムが落ちれば、おそらくは台湾と日本を含む残り

のアジア地域も、「連鎖反応」でほどなく共産主義国に転ずるだろう 22。 

 イギリス政府とフランス政府に派遣されたダレスと参謀本部のラドフォード提督は、二つの選

択肢を提案した。ひとつは、ベトナムへの供給ラインを絶つべく中国に一発ないし二発の原爆を

落とす。もしくは、ディエンビエンフーのベトミンに原爆を二発落とすという案である。しかし、

二人の特使は提案に対する両国の反応に「あぜんとし、失望した」。チャーチルは、イギリスの世

論がベトナムへの原爆使用を支持するとは思っていなかったし、ドミノ理論の適用性に異議を唱

えさえした。フランスもまた「核兵器はもはや通常の兵器とみなされるようになった」というダ

レスの主張に理解を示さなかった。フランスのジョルジュ・ビドー外相は、中国の出方を予測す

ることは不可能だし、「原爆がディエンビエンフー付近に落とされれば、われわれの側も敵と同様

の被害を受ける」ことを恐れ、アメリカの要請を退けたのであった 23。 

 ペンタゴンは「その地域での小型原爆の使用を真剣に検討している」と故意に漏らしてみたも

のの、チャーチルやビドーをおびき寄せることも、ベトミンを脅すこともできなかった 24。5月 7

日、56日間におよぶ決死の戦いの末、ディエンビエンフーの仏軍は制圧された。翌日、フランス

政府はジュネーブで講和を求めたのであるが、アメリカの核優位が暗示する脅しにも助けられ、

数週間に及ぶ真剣な外交駆け引きの末、合意が達成された 25。ジュネーブ協定は、仏軍の撤退、

ベトナム南北における「再編地帯」の設置、外国軍基地の導入と外国との同盟の禁止、1956年の

国家統一にむけた総選挙の実施を定めていた。ジュネーブ会談宣言は、一国を除く全参加国が承

認した。アメリカは宣言署名を拒否したのだ。交渉には影響を与えるが、その結果には縛られた

くないという虚実ゲームである。 

 

 

ジュネーブ協定への影響  

 

 ソ連は、ジュネーブ会談の準備段階で、アメリカは「共産ロシアとその同盟、共産中国の政治

体制が東南アジアに押し付けられること」を容認しないというダレスの警告に注意していた。「わ

れわれが選ぶ手段と場所で、即座に報復する強大な力」をアメリカ政府が有することを警告した

このダレス発言を、中ソ両政府とも、「アメリカは、抑圧的な目的を達成するために戦略的優位を

行使する」という警告と理解していた 26。 

 会談が始まると、ソ連のモロトフ外相は中国の代表に、「帝国主義諸国は会議の結果に『動かし

がたい利害』を有しているので・・・あまり多くを期待するな」と忠告した。アメリカの圧力に

屈服した中ソ指導者らはベトミンに、米政府がジュネーブ協定に付けてきた条件の受け入れを強

いた。条件の目的は、反共南ベトナム政府の樹立にむけた時間と場所稼ぎである。アメリカの無

理強いで、南部「再配備」地帯は、南北間の「暫定」ラインを当初ソ連が提案した北緯 16度から

17度へ北上させるという北ベトナム側の犠牲の上に拡大された。これまたアメリカの要求に応え
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て、国家統一にむけた総選挙は 1956年の 7月まで 2年間延期されることとなったが、これは仏首

相のピエール・マンデス－フランスが望んだ時期よりさらに先送りになるものであった 27。米政

府は、稼いだ領土と時間を使ってベトナムに従属国を樹立し、固めようと考えていたのである。 

 約束された総選挙での勝利を確信していたベトミンは、当初協定を順守した。だが、ベトミン

の非暴力での勝利は実現しない運命にあった。なぜなら、後日アイゼンハワー大統領が記したよ

うに、「選挙が実施されていたなら・・・おそらく国民の 8割は、共産主義者ホー・チ・ミンに投

票したであろう」からだ 28。1956年が近づくなか、ソ連と中国政府の両方から圧力を受けたホー

は、ダレスの顧問らが用意した異常に厳しい選挙条件を飲むつもりであった。そうすれば、分断

国家がすぐ再統一されないことは分かっていた。だが、ダレスは、ソ連、中国、北ベトナムに指

図する権力があると思っており、選挙にむけた長期的な行程表を提起することすら拒否したので

ある。アメリカの核優位を前に、ソ連も中国も対応することはできなかった。 

 1956年までには、アメリカの軍事援助顧問団が在ベトナム仏軍に取って代わっていた。対仏援

助を続けるのではなく、アイゼンハワーとダレスは仏軍への資金提供を停止した。そして、亡命

先から帰国したゴ・ディン・ジエム率いる従属国家と兵力 5 万の南ベトナム軍を強化するため、

1950年代終りには、米軍ではなく、彼らが「援助した」軍隊と警察による弾圧体制が作られてい

たのである 29。 

 この弾圧体制は、1959年の時点でまだ約束された選挙に希望を抱いていたベトミンの壊滅を目

的としていた。選挙への期待は、いまだ慎重姿勢をとるソ連と中国に依存したままの北ベトナム

政府によって増進されていた。北ベトナムは、南のジエム政権と平和的共存を協議することに引

き続き力を傾けていたのである。べトナムのグエン・コー・タック外相が後に述べているが、当

時中国もソ連もアメリカは無敵だと思っており、そのような考えが「どんな犠牲を払ってでも平

和がいいのだという願望」につながっていたのである。30 

 中ソ両政府の圧力の下、北ベトナム政府は南部の同盟者がとるべき行動の方針を定めた。「武装

闘争」は基本的に南ベトナム軍（ARVN）と南ベトナム警察に追われている元ベトミンメンバー

を防衛する場合に限る、というものだった。それには、ゲリラ戦も、「抵抗の時の到来において地

域を解放し、政権を樹立する」南の戦士も含まれないとした。1959年 5月、投獄や殺害されるべ

トミンメンバーやそのシンパの数が増大するなか、べトミンはついに広範な自衛武装運動を開始

した。蜂起はメコンデルタ地帯の 800の村落で起こった。南ベトナム政府はこのうち 100の村落

に軍隊を残すことができたが 31、「南ベトナム政府の組織全体は瓦解した・・・その基盤が暴力以

外の何者でもなかったからである」32。1962 年までには、抑圧と腐敗にまみれたジエム政権の権

力維持はもはやおぼつかぬ状態に陥っており、ベトミンは、解放、独立、経済的正義を掲げる南

ベトナム解放戦線（NLF）へと発展していた。 

 

 

ケネディの戦争―核の優位と対ゲリラ作戦 

 

 ジョン・F・ケネディは、アイゼンハワーのベトナム政策継続を公約して大統領に就任した。就

任１年目、ケネディの国民向け声明は、繰り返し「ベトナムで確固たる態度をとる重要性を強調」
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33していたが、それも選挙中の公約を守り、上級顧問たちの期待に応えるためであった。 

 口ではそう言っていたものの、就任したケネディにとって、破綻したジエム政権を救うべく軍

事的肩入れを強めるのは気乗りすることではなかった。議員時代、ケネディは仏越戦争の最中に

インドシナを訪れており、ベトナムのナショナリズムの真価も把握していたし、国民がホー・チ・

ミンによせる支持の大きさもよく理解していた。ディエンビエンフー包囲の最中においては、「イ

ンドシナにおいてどれほどアメリカが軍事援助をしても、民衆の共感とひそかな支持を得てい

る・・・神出鬼没の敵を倒すことはできない」34とも警告していた。 

 だが、大統領の座に着いたケネディが政治的そろばんをはじくと、それは壊滅的な妥協をもた

らした。ケネディが 1960年の大統領選を制した理由のひとつは、反共デマである。ありもしない

ミサイル格差を強調し、民族解放運動に対し機動力に富む対ゲリラ部隊グリーンベレーを投入す

るという戦略を提唱したのだ。マクナマラ国防長官は、個人的には、ほんの数発の原爆または水

爆で受け入れがたい打撃を与えうる「最小限抑止力」を表明していたが、軍司令部からの突き上

げで、ケネディと共に大陸間弾道ミサイル（ICBM）の大規模拡大というペンタゴンの要求を支持

するに至った。ケネディが大統領であった束の間、米国政府は、フルシチョフ首相に「平和共存」

主義を決定付けさせた圧倒的な核の優位を謳歌し、キューバへの核配備で力の不均衡を是正しよ

うというフルシチョフの破滅的な試みを助長した。ペンタゴンによるミサイル増強で、米ソ間の

核の不均衡は 1964年から 1966年に頂点に達するまで拡大の一路をたどったが、この時期が、ジ

ョンソンによるベトナム戦争拡大と重ったのは偶然ではない 35。国防総省は、「核兵器を持てば持

つほど、ソ連との対立でアメリカが『先にやる』という認識は高まり、そうなればソ連が直接自

らの利害を伴わない状況では核兵器を使わない対立を避けようとする可能性は高まる、と読んで

いたのである 36。 

 中国の軍事力は、朝鮮戦争の時と同様、部隊の大量投入で米軍を圧倒するとの脅しの上に成り

立っていた。だが、アメリカには中国の都市を意のままに攻撃する力があったし、当時中国は毛

沢東による壊滅的な「大躍進」で経済と政治がすさまじい混乱に陥っていたため、ケネディ政権

が戦略計画を立てる上で中国の軍事力は大した要因ではなかった。中国政府は、1964年までには

核保有国にはならないし、そうなっても、その後数十年はアメリカを脅かす存在にはならないと

見られていた 37。 

 選挙公約どおり、ケネディは当初ベトナムとラオスにおける「国際共産主義」の脅威を警告し

ていた。だが、マクナマラ、バンディ大統領特別補佐官、ラスク国務長官、テイラー統合参謀本

部議長らによる、ラオス内戦に干渉して「ホーチミン・ルート」沿いの北から南ベトナムへの細々

とした物資の流れを止めよとの圧力には抵抗した。しかし、1961年 5月、ジエムによる政権維持

が不安定さを増すと、大げさに誇示した共産主義ゲリラ打倒戦略を実験するため、400 人の陸軍

特殊部隊グリーンベレーに加え、100 人の「顧問」を密かに派遣した。また、北ベトナムに対す

る低強度秘密戦争の開始という側近の提案も密かに承認した。これで、訓練と援助を受けた南ベ

トナム軍が北ベトナムとラオスに潜入したのである。1961 年 11 月、マクナマラとラスクの圧力

をうけたケネディは、始まりかかっていた戦争の様相を一変させた。南へのヘリコプターと戦闘

機の配備、新たな米軍部隊「ベトナム軍事援助司令部」の創設を承認した。航空機の配備により、

民族解放戦線に対する致死的攻撃力は一大強化され、「司令部」創設により、「戦争の戦われ方に
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与える」米軍の「影響力」は強まった 38。 

 こうしてケネディ政権は、「南ベトナムにおける共産主義者支配」の阻止に向け、軍事的関与を

深めていった。しかし、現実は、17度線以南における北ベトナムの存在は、後に「ホーチミン・

ルート」と呼ばれることになる陸路で運ばれた物資援助だけであった。ケネディが、政権基盤を

改革し広げるようジエムにせまり続ける中、アメリカは、（戦時、米指導者らがベトコンと呼んだ）

民族解放戦線の打倒に力を集中していた 39。 

 ケネディ政権は、軍事介入は限定的なものに留められると観念的に信じていた。彼らにしてみ

れば、米軍はベトナム人の自立を助けるものだったのだ。しかし理想とは裏腹に、大統領が米軍

介入の大義を国民に大言壮語し繰り返すほど、政治における戦争問題は浮き彫りになるばかりで、

国防総省に、戦争政策決定におけるより強力な発言権を要求させる結果を招いた 40。 

 この時期全体を通じ、朝鮮戦争の教訓とアメリカの核先制攻撃能力に代表される暗黙の脅迫が、

ケネディ政権のインドシナ戦争計画を条件づけていった。鴨緑江の谷を越えて押し寄せる中国「義

勇軍」の記憶もまだ生々しいケネディと文民顧問らにとって、アジアでまたも大規模な地上戦を

たたかうなど気が乗る話ではなかった。一見成功したらしいアイゼンハワーの核脅迫も、戦争顧

問団のあいだで何度も話題に上っていた。ケネディのトップ顧問らは、南ベトナム政府防衛のた

めかつてないほどの軍事的肩入れを要求していたのだが、その時彼らの頭には、核兵器使用の除

外を拒否することで北ベトナムを脅せるという考えがあった。同時に、米の核優位がもたらす暗

黙の脅しが、中ソをして引き続き北ベトナムと解放戦線に事を慎重に進めるようにとの圧力をか

けさせていたのであった。中ソ政府にとって、米国政府と最悪の軍事衝突を引き起こすことなど

はまっぴらごめんで、両政府はこの戦争全体を通し同盟国北ベトナムに限定的な軍事援助しかし

なかったのである。北ベトナムにアメリカとの正面対決を可能にさせたであろう武器は一切提供

されなかった。だから、沖合にいたアメリカの第 7 艦隊は、地対海ミサイルやソ連製のミグ戦闘

機による攻撃を一度も受けなかった。よって、15年におよんだ戦争を規定したのは、この戦略力

の不均衡であった 41。 

 ペンタゴンの予想通り、500 人のグリーンベレーと顧問団の派遣では、拡大の一途をたどる戦

況は変らなかった。1962年、解放戦線への支持が南部全土で強まり、解放戦線がサイゴンに中立

的政権の創設を呼びかける外交的イニシアチブをとると、アメリカ政府はパニックに陥った。統

合参謀本部は、マクナマラ、バンディ、ラスクの後押しを受け、軍の増強、（表向きは森林破壊の

ための）ナパーム弾使用の自由、その地域にいるあらゆる人間は敵と見なされ合法的標的となる

「自由爆撃地帯」の設置を要求し、実現させた。ゲリラ戦においてゲリラは農民という海が育て

る魚である、という毛沢東の格言を受けて、ペンタゴンはこの海を干上がらせることでゲリラを

孤立させ、正体をあばき、攻撃にさらそうとした。この戦略の要は「戦略村」で、マレーシアに

おける英国の植民化モデルやフィリピンにおけるフクバラハップに対する CIA主導のキャンペー

ンにもとづく収容所だった。農民は、土地から引き離され、実質上の捕虜収容所へ入れられた。 

 1962年 9月の時点で、ジエム政府は、農村地帯の人口の 3分の 1以上が「再定住」したと主張

していた。フランスのジャーナリストで歴史学者のベルナール・ファルは戦略村を、「非共産世界

における『社会工学』のもっとも巨大な実例」と表現した。再定住は、強制され脅されて実現し

たもので、深刻かつ予期せぬ結果をもたらした。 
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 ベトナムの農民は先祖を崇拝し、墓に参ることで先祖への敬意を表した。先祖が眠る土地は神

聖であり、農民の社会的アイデンティティの一環を成していた。その土地から追われたとき農民

は先祖との絆を断ち切られた・・・農民たちが味わった茫然自失の感情は、意図されたものとま

ったく逆の結果を生んだ 42。 

 1962年の終わりまでに、解放戦線の幹部の数は 1万 6500人から 2万 3000人に増え、それを 10

万人の民兵が支えていた。1963年初頭、戦略村の設置にも関わらず、南ベトナム人の半数が解放

戦線を支持していると米政府は判断していた 43。 

 ケネディは、南ベトナムの中立化に向けた協議を北の政府とおこなう可能性を探ることで、戦

況を逆転させようとしていたが、ジエムの病的な弾圧と 2 人の大統領の暗殺でそれは阻害されて

いた。1963年 5月、カトリック教徒ジエムの命令で、南ベトナム軍は、釈迦生誕祭に対する政府

の厳しい取り締まりに抗議していた仏教徒に攻撃を加え、9 人を殺害した。これに続いて起こっ

たジエム軍と仏教徒の対立は、仏教僧ティック・クァン・ドゥックがジエム政権による弾圧に抗

議して焼身自殺をとげたとき、強烈な国際危機となったのであった。 

 物言わず不動のまま炎上する僧侶の姿は世界中に放映された。これに対するジエムの言葉に国

際世論は身震いした。他の人にも「よろこんでガソリンを提供」しようと言ったのだ。ジエムの

妻にいたっては僧の犠牲行為を「バーベキュー」とよんだ。仏教徒と和解するようにとのケネデ

ィの助言も聞かず、ジエムは 8 月初旬、サイゴン、フエをはじめとする都市の仏教寺院に対する

組織的襲撃を命じた。何千人もの僧侶が逮捕され、何人かが殺され、多くが容赦なく殴打された。 

 この事件は、北ベトナム政府と短期間の和解を交渉するためジエムが独自のルートをつくろう

としたことに対する米政府の憤慨とあいまって、ジエムの最後の暴挙となった 44。ジエム政権の

外相は仏教徒指導部への連帯のしるしに剃髪し、辞任した。ロッジ米大使は、軍事クーデターに

対するアメリカの支持を打診してきた南ベトナム軍幹部を拒絶しなかった。9 月半ばの時点で、

ロッジとペンタゴンは、クーデター支持の合図を出しており 45、11月 1日、ジエムと家族は殺害

された。その 3週間後、ケネディ大統領が凶弾に倒れたのである。 

 ケネディ顧問のセオドア・ソレンセンとアーサー・シュレジンガー二世、歴史家のガレス・ポ

ーターは、ケネディはジエム暗殺前に「撤退が実行可能な選択である」ことを理解していたと指

摘している。ケネディは 1962 年に、「暗殺により遂行を阻止されたが、3 段階の撤退計画」を立

案し始めていた。キューバミサイル危機以前の 1962年 3月 1日にすでに、マクナマラとかなり不

承不承の統合参謀本部から「われわれの現在の努力が失敗に終わった場合の、対南ベトナム有事

計画」を立てる合意を得ていたのである。ケネディの巧妙な政治戦略は、ベトナムからの米軍撤

退に向けた最初の有事計画を、自分自身だけではなく、トップ中トップの指導者の承認をもって

行うことであった 46。1963年 3月までに、統合参謀本部は計画をたてており、（大統領選に間に合

う形で）1964年までに数千人にのぼる米兵を撤退させ、1965年のほとんどの期間 1万 2200人の

兵を残すこととしていた。そして、残留兵の半分を 1966年に撤退させ、最後の兵士群を 1967年

に帰還させる予定であった。 

 統合参謀本部に非難の矛先を向けられる力があったケネディは、撤退の可能性を口にし始めて

おり、上院院内総務のマイク・マンスフィールドには、「来年の頭には撤退を開始する」と伝え、

ジャーナリストのチャールズ・バートレットには、「ベトナムにい続けても勝ち目はない」と告げ
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た。9 月の時点で、統合参謀本部議長テイラーとマクナマラは、ジエムに「これまで説明してき

た具体的な措置をとらぬなら、かなり短いうちに軍を撤退する」と警告していた。テイラーが後

に述べているが、これは、ジエムに「実行されれば、だいたい 2年以内で・・・（米軍の駐留を）

終了することを可能にしうる一定の事をさせる」ための警告であった 47。 

 ジエム政権の破綻は、米軍撤退の「好機」となるかも知れぬと考えていたケネディは、当初ジ

エム大統領転覆計画に反対しており、9 月 3 日、政府関係者らにミン将軍を始めとする共謀者と

の関係を絶つよう命じていた。ジエム暗殺はケネディにとって痛手であった。ケネディは、軍撤

退計画が危機に陥ったことを悟り、新戦略への方針転換を図った。暗殺される前夜、彼は、国家

安全保障会議のマイケル・フォレスタルに「どうやってベトナムにはまってしまったのか、全面

的かつ相当深い検討」を始めたく、「自分としては、そこにとどまるべきかどうかについても考え

たいのだ」と打ち明けていた 48。 

 

 

ジョンソンの戦争 

 

トルーマンとは違って、リンドン・ジョンソンは、かなりの外交政策経験と、この間の戦争か

ら得た多くの教訓をもって大統領に就任した。ケネディと側近たちが、ケネディ当選に不可欠の

選挙人団を抱えるテキサス州の票を得るために選んでいたこの副大統領を二の次あつかいしたこ

とは確かである。しかし、ジョンソンは上院院内総務として長く国の外交政策決定に関わってき

た人物であったし、戦争や、より小規模の軍事介入を検討・開始する際には、歴代大統領から意

見を求められてもいた。ジョンソンは、大統領就任直後からベトナム戦争に苦しめられた。この

戦争は、ルーズベルトの「ニューディール政策」の上に「偉大な社会」を創ろうという彼の取り

組みを妨害したし、なにより自らの戦争拡大で失脚する破目となるのである。 

 ジョンソンは、ケネディ時代の上級顧問を受け継いだが、その多くが、米軍が軍事介入の度合

いを高めないかぎり南ベトナムは共産主義の手に落ちると考えていた人物たちであった。マクナ

マラにいたっては、ケネディ暗殺のほんの二日前、軍司令官らと会談した際、CIA ではなく、ペ

ンタゴン主導の「本格的」秘密作戦をするように迫っていた 49。時間を稼ぎ、ケネディ暗殺のシ

ョックを和らげるべく政治界のエリートや自分の顧問や国民に事の継続性を伝える必要から、ジ

ョンソンは「ベトナムを失うつもりはない」ことを即座に周知徹底させた。ケネディ暗殺からわ

ずか 4 日後、ジョンソンは、南ベトナムの新政府に対する支持を表明し、北ベトナムに対する秘

密作戦の立案を命じた 50。 

 だが、ジョンソンは副大統領就任にあたりこうも言っていた人物であった――「外部から南ベ

トナムに対する明白かつ大規模な侵略がない限り、ベトナムにアメリカの戦闘部隊を投入するつ

もりも、海や空からの支援さえおこなうつもりもない」51。ジョンソンの狙いは、南のベトナム人

に「ぐずぐずしないで、ジャングルに入って行って共産主義者を叩きのめ」させることであった。

ジョンソンは大統領報道官ビル・モイヤーズに、「アメリカが戦争を引き継ぐようなことは絶対避

ける」と明かした。その後、マクナマラは、ジョンソンが「アメリカによる直接的軍事行動なし

で北ベトナムに打撃を与える方法を探って」いたことを追認している。したがって、秘密作戦計
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画を命ずる前日に、ジョンソンは国家安全保障行動覚書（NSAM）273号を承認したのであった。

これは、「1965 年の終わりまでにベトナムから米軍要員の大半を撤退させる目標をはっきりと指

示した」ものであった 52。 

ジョンソンはベトナム内戦へこれ以上深入りすることに乗り気ではなかった。だが、大統領顧

問、統合参謀本部、ロッジ駐南ベトナム大使は、大統領交代がもたらしたチャンスを逃さなかっ

た。ケネディの死から 1 カ月も経たぬうち、マクナマラは、在ベトナム司令官ハーキンス将軍と

ロッジに秘密作戦の実施を迫っていた。「アメリカは南ベトナムにおける共産主義の勝利を絶対に

容認せず、共産主義打倒のためには戦闘をどんな規模にまでも拡大する」と示唆する作戦である。

ジョンソン就任から 2 カ月も経つと、マクスウェル・テイラー統合参謀本部議長は、南ベトナム

側の攻撃と見せかけた米軍による北爆を要請していた。 

 マクナマラ、バンディ、統合参謀本部からの圧力を受け、ジョンソンは「34A 作戦計画」を承

認した。この作戦は、北ベトナム上空の偵察、情報収集目的での北ベトナム人の拉致、鉄道・橋

梁破壊部隊の潜入、哨戒魚雷艇による沿岸部攻撃を命じていた。攻撃は米軍と南ベトナム軍が計

画し、実際の攻撃は米軍の支援を受けたベトナム人とアジア人傭兵がおこなうとされた。また、

北ベトナムから解放戦線への物資援助を阻止するため、ラオスへの爆撃も強められた 53。 

 1カ月後、マクナマラは賭けに出た。ソ連と中国からの支援を断つために、「主要工業施設」と

「共産主義中国につながる主要鉄道線路」の爆破を承認するようジョンソンに強く求めたのであ

る 54。統合参謀本部や CIAと協議するうちに、マクナマラの意欲は強まっていた。統合参謀本部

は、北ベトナムの海上封鎖ならびに経済・軍事基盤を破壊するための爆弾攻撃を開始したかった。

統合参謀本部も CIAも、北ベトナム政府の存続が脅かされない限りソ連政府は介入しないだろう

という点で意見が一致していた。報復攻撃に出れば「核戦争の可能性が高まる」ことをソ連は恐

れていたからである 55。 

 南ベトナムの状況は、マクナマラが予想していた以上に悪化していたことが判った。マクナマ

ラはこう報告している。状況は、 

 

 明らかに悪化している・・・領土の 4割はベトコンの支配かベトコンの強い影響下におかれ

ている。いまや国民の多くに冷淡、無関心の兆候が見られる・・・南ベトナム軍と民兵組織の

脱走率は・・・高く、増加している・・・一方で、ベトコン側は精力的かつ効果的に兵士を補

充している。 

 

この流れを変えるために、マクナマラは、南ベトナム政府への米軍支援強化と 5 万人の米軍増派

を要求した 56。 

 1963 年の冬の終わりから 1964 年の春まで、ジョンソンは、戦争拡大を求める圧力の高まりに

引き伸ばし戦術をもって応えた。彼は、顧問らに、来る大統領選で勝利しなければならないこと、

「（これは）やつらの戦争であって、やつらの兵士」であると念押しした。5月半ば、ジョンソン

が選挙期間中は大規模な戦争に肩入れする可能性は低いと判断したバンディ、ラスク、マクナマ

ラ、マコーン CIA長官、テイラー統合参謀本部議長は、大統領の承認なしで自分たちを国家安全

保障会議の執行委員会として結成しなおし、戦争の大規模拡大に対する大統領と国民の確約を取




